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　厳格な年次管理と強固なヒエラルキーの維持を主要な
ミッションに戴く人事部門は，今となってはレアケース
かもしれない。組織は何のためにあるのかという“そも
そも論”に立ち返れば，人事の役割は，組織体制そのも
のの維持というより，各現場・メンバーの持てる実行力
をフルに発揮してもらい，最善・最高のアウトプットを
出し続けてもらう流動性の伴った環境整備や支援型のミ
ッションに大きくシフトしつつある。経営側のニーズか
ら捉え直せば，いわゆる「戦略ドリブン」の組織設計が
求められている。その点で，話題の「ジョブ型」の導入・
活用余地は大きく，経営・人事の皆さんの期待もふくら
んでいると推察される。
　そこで，本稿では「ジョブ型」を戦略実行のツールと
捉え，組織を再構築し柔軟な運用を進めるコツを専門家
に解説していただいた。事業戦略をビジネスユニット
（BU）にどう展開するのか，それを受けて組織をどう再
編していくのか，ジョブ型を前提に職務設計（成果責任
の明確化）をどう組み込んでいくのか等につき，概念把
握やロードマップをモデル事例とともに図解で理解でき
る構成で整理されている。組織設計のノウハウ，マネジ
メントの要諦を参考にしたい。 （編集部）

経営ニーズから問い直してみると……
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Ⅰ．はじめに： 
人事制度の戦略連動が望まれる
背景

　最近，経営トップ自らが，ジョブ型制度への切り

替えを主導し，人事部に指示するケースが増加して

いる。これは，ジョブ型制度への変革によって，戦

略の実行力を高める意図であることが多い。「日本

の人事部」を運営するHRビジョンの調査によると，

企業の 9割近くが「戦略人事」（戦略を達成するた

めの人事）の重要性を認識しているにもかかわらず，

戦略人事が機能していないと回答している企業が

7割近く占めている。

　本来であれば，戦略に沿って組織が設計され，戦

略実行に必要な機能が設置されて，各ポストの職責

が設定されるべきである。しかしながら，日本企業

の場合，様々な事情から戦略実行に適した組織とは

なってはいない。実際，調査（「ジョブ型人事制度

に関する企業実態調査」パーソル総合研究所／

2020）によれば，ジョブ型制度を導入した企業も

戦略実行力が高まる組織とは必ずしもなっておら

ず，これまでのところジョブ型制度は業績向上には

貢献していない。こうした事情から，日本において

は，一般に戦略に沿った組織を設計する経験やノウ

ハウに乏しいのが実情である。

　戦略に伴う組織の再編は，これまで，経営トップ

にとって日本という社会システム（特に終身雇用の

伝統）のなかで，企業システムをいかに位置づける

かという問題であった。言い換えると，経営環境の

変化に対応するのに中長計のタイムスパンが 3年か

らせいぜい 5年であるのに対し，中長計を担う人材

のタイムスパンをどう調整するかという問題であ

る。グローバル化，デジタル化が急速に進むなか，

企業の成長性・収益性は二極化しつつある。経営ト

ップは，ジョブ型制度の導入をきっかけとして戦略

に沿った組織に再編する時期に来ているのではない

だろうか。

　本稿では，ジョブ型制度が戦略実行に向けて機能

するよう，戦略実行に適した組織（以下「ジョブ型

組織」と呼ぶ）に再編するため，最小限必要な組織

変更に向けた組織設計のポイントにつき，事例を用

いて説明する。

　最初に，ジョブ型人事制度が機能する前提につい

て説明する。ジョブとは何かに始まり，ジョブ型マ

ネジメントのベストプラクティスを紹介する。そし

て，ジョブ型マネジメントとジョブ型制度，ジョブ

型制度とジョブ型組織の関係を述べる。次に，ジョ

ブ型組織の概要設計について述べる。よく見られる

問題の所在と解決の方向性，戦略ドリブン組織設計

の進め方である。最後に，戦略ドリブン組織・ジョ

ブ型制度構築における実行上の課題を述べて締めく

くりたい。

Ⅱ．ジョブ型マネジメントが機能す
る前提

　ジョブ型制度を導入する目的はジョブ型マネジメ

ントを可能とすることにある。そこで，そもそもジ

ョブとは何か等，ジョブ型マネジメントが機能する

前提について述べる。

1．ジョブとジョブ型マネジメント

⑴ジョブとは

①ジョブの定義と具体例

　最近ジョブ型雇用という言葉がトレンドになって
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いる。ジョブ型雇用という場合のジョブとは何か。

それは，「ポジションに期待される成果とその成果

をもたらすと予測される業務活動」のことである。

営業部長というポジションでいえば，「部の売上を

拡大する」「部の営業利益を拡大する」「顧客基盤を

維持・拡大する」「営業戦略／計画を立案する」「部

下を育成する」「関係者とのネットワークを維持・

拡大する」「部の生産性を向上する」等，だいたい

7つ前後に整理される。

②タスクとの違い

　ジョブと似たような言葉でよく使われる言葉にタ

スクがある。タスクとは，ジョブとは異なり，機械

的または物理的作業を表す。つまり，ジョブがタス

クと大きく異なる点は，ジョブとは，基本的にその

ポジションにおける問題を解決し，付加価値を創造

することなのである。

③ジョブに関するよくある誤解

　一般にジョブ・ディスクリプション（職務記述書）

というと，期待する業務を単に記述したものと思わ

れがちである。しかし，①で説明したように，職務

の目的達成，つまり成果を生み出すのに必要な業務

活動を記述したものでなければならず，目的に結び

つかない機械的な作業，つまりタスクの羅列であっ

てはならない。また，職務の目的達成に必要であれ

ば，実際に記述されていなくとも，その業務を遂行

し成果を生み出すことが求められるのである。その

意味で成果責任とも呼ばれる。詳しくは後述する。

⑵ジョブ型マネジメント

　ポジションに期待されるジョブという概念を土台

としたマネジメントを「ジョブ型マネジメント」と

呼ぶとしよう。ジョブ型マネジメントの本質とは何

かといえば，それは，組織の成果とは個々人の成果

を積み上げた体系であるから，組織の成果をマネジ

メントするということであり，「（組織）成果マネジ

メント」ということができる。

●成果を生み出すマネジメントの特徴

　ここで，米国の2,000人以上にも上る優秀なマネ

ジャーに対して実施した科学的な調査から得られた

「 5つの原則」（注）が参考となる。これは，成果マネ

ジメントのベストプラクティスである。

•組織の目的にフォーカスを絞る

•業務環境を整える

•成果創造の組織文化を育む

•人間関係を構築する

•絶えず改善していく

　この「 5つの原則」は組織設計上重要なため，次

節で説明する。

注：“Getting Results” by Clinton O. Longenecker and Jack 
L. Simonetti, 2001 by John Wiley & Sons, Inc. 

2．ジョブ型マネジメントとジョブ型制度

⑴ジョブ型マネジメントとジョブ型制度の関係

　そもそも制度とはいわば一連のルールであり，制

度が機能することで，はじめてヒトと組織のコント

ロールが可能となる。だとすれば，ジョブ型制度（こ

こでは，等級制度，評価制度，給与制度の基本 3制

度に加え，人材育成やキャリア開発等，ジョブ型を

前提とするマネジメントに関わるあらゆる制度を含

む）は，組織に成果をもたらすあらゆるイニシアテ

ィブをサポートするものであることが望ましい。こ

のことを前提に，「 5つの原則」の内容，すなわち，

20の実践を述べる。
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⑵「 5つの原則」の内容

【原則 1】組織の目的にフォーカスを絞る

　組織の目的とは，企業価値の創造であり，そのた

めの方向性が戦略である。戦略を実行するために組

織には目的が明確にされ，その目的にフォーカスを

絞ることが必要となる。そのために以下の 4つの実

践が必要だとされる。

•それぞれの部署において目的意識を持つ……ミッ

ションステートメント

•それぞれの部署におけるリーダーの成果に対する

責任を明確にする……成果責任

•部下のパフォーマンス目標とその評価基準を作成

する

•部署内でそれぞれのポジションの役割分担／権限

委譲の原則を明確にする

　原則 1は，戦略実行のため組織の目的を明確にし，

組織を率いるリーダーの成果責任を明確にする必要

があるとしており，後述する組織設計・職務設計は

この考え方に基づいている。

【原則 2】業務環境を整える

　業務環境を整えるために必要な実践として以下の

4つが挙げられている。

•体系的な計画を立案し，実行するプロセスを作る

•前向きな人材配置（適所適材）を行う

•部下をトレーニングして育てる（トレーニングの

仕組み作りを含む）

•仕事に必要なツールを部下に与える（ツールには，

情報，技術，備品に加え，権限も含む）

　原則 2は，いわば原則 1を実行するための方法論

である。体系的な計画，実行プロセス，人材配置・

人材トレーニングの仕組み作り等は後述の組織の基

本構造の設計や詳細設計に含まれる。

【原則 3】成果創造の組織文化を育む

•パフォーマンスを継続的に観測し，評価する

•従業員を動機づけ，オーナーシップとアカウンタ

ビリティ（成果責任）を持たせる

•良きコーチとなり，日常的にパフォーマンスのフ

ィードバックと支援を行う

•パフォーマンスを妨げる障害を取りのぞく

【原則 4】人間関係を構築する

•あらゆる人々と良好な関係を作る

•信頼を勝ち取るようなリーダーシップを発揮する

•率直で継続的，そして双方向のコミュニケーショ

ンを確立する

•協力とチームワークを育む

【原則 5】絶えず改善していく

•プロセスを改善するような仕組み作りを行う

•業績評価の方法を習得する

•自分のパフォーマンスを改善する計画を立てる

•プロフェッショナルとプライベートのバランスを

取り，それを維持する

⑶組織・制度設計において目指すべきマネジメント

のあるべき姿

　以上の 5つの原則，20の実践は，戦略実行にあた

り必要な具体的な行動であり，ベストプラクティス

である。戦略→組織→制度とトップダウンにて落と

し込んでいけば実行の確実性は高まる。それに加え，

成果を生み出している組織マネジメントの要諦を押

さえることによって戦略の実行を確実にしていくの

である。

3．ジョブ型制度とジョブ型組織

⑴ジョブ型組織とは

　ジョブ型組織とは，前述の通り，ジョブというポ
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ジションに期待される成果を積み上げて組織として

の成果を生み出すべく構築された組織ということが

できる。企業組織は，通常，「組織は戦略に従う」

という考え方をベースに設計される。本稿でも，戦

略との連動を重視するため，ジョブ型組織を「戦略

実行に向け，個々の従業員に成果責任という形で役

割分担させ，組織的成果を生み出すよう，意識的に

編成した仕組みと人の集まり」と定義する。

⑵ジョブ型組織とジョブ型制度の関係

　ジョブ型組織を構造と捉えるなら，ジョブ型制度

とは，そうした構造を機能させるツールといえる。

ジョブ型制度とは，組織的成果を生み出すマネジメ

ントツールということである。次に組織の要素につ

いて検討する。

⑶組織の 7 S

　 組 織 は 7つ の Ｓ（Structure，System，Skill，

Staff，Style，Strategy，Shared Value）によって構

成される（図表 1）。Structureとは組織の構造，

Systemとは，中長計，予算，人事制度等の運営シ

ステム，Skillとは組織全体で持っているスキル，

Staffとは，必要な知識・能力を持っている人材，

Styleとは，上意下達の意思決定等企業が持つ風土，

そしてShared Valueとは，従業員が共有する価値観

であり，彼らの行動ルールに現れる。

　組織には機能体としての側面と共同体としての側

面がある。機能体，すなわち組織構造を扱うのが

Structure，System，StrategyでこれらはハードS

と呼ばれる。共同体としての側面は組織文化であり，

これを扱うのがSkill，Staff，Style，Shared Value

である。これらはソフトSと呼ばれる。本稿では紙

面の関係もあり，後者の組織文化，ソフトSは扱わ

ない。

　ジョブ型制度が機能するための前提が整ったとこ

ろで，ジョブ型制度を戦略に連動させるための組織

の設計について述べる。

Ⅲ．ジョブ型を戦略に連動させる組織

　前述の通り，ジョブ型制度は組織的成果を生み出

すマネジメントツールであって，その前提として戦

略に沿った組織構造が必要である。本章では，まず，

組織によく見られる 2つの問題を述べ，その解決の

方向性を明らかにする。

1． 問題の所在と解決の方向性

⑴問題の所在

①戦略的事業単位の明確化

　事業戦略を立案・実行する際には，現在行ってい

る事業を明確に区分する必要がある。事業区分を通

常ビジネスユニット（BU）という。事業責任者が

通常責任を持つのは中長期的な戦略の策定とその実

行であり，組織としては事業全体である。従って，

図表 1　組織の 7S
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ここでは事業戦略を立案するだけではなく，実行し

ていく単位，つまり，戦略的事業単位（SBU：ス

トラテジック・ビジネスユニット）を考えなければ

ならない。というのも，様々な事情から戦略を実行

する単位が明確になっていないことが多いからだ。

　重要なのは，現状の組織形態にとらわれた区分を

しないことである。たいていの会社には○○事業部，

あるいは○○事業本部という組織があるが，実際に

は 1つの事業部や事業本部が実質的に複数の事業を

進めていることが多い。戦略実行の有効性という観

点から，事業の性格に応じて戦略実行のための事業

単位を区分する必要がある。戦略実行のスピードも

競争優位性の 1つだからである。

②戦略実行の阻害要因の除去

　戦略実行上のもう 1つの問題は，組織構造そのも

のである。組織の構造における以下のような点が阻

害要因になっていることが多い。

1）戦略実行の阻害要因

　a. 戦略課題を実行する部署が明らかになってい

ない

　b. 戦略課題を実行すると思われる部署はあるも

のの，役割分担が明確でないために，部署同

士で互いに押し付け合うなどして，他の部署

からの協力が得られない

　c. 戦略課題を実行すると思われる部署が 1つの

ため，いくつもの課題を進めざるをえず，途

方もなく時間がかかる

　現場はこのような状況に気づいてはいるものの，

上の問題だからということで見て見ぬふりをしてい

る場合が多い。経営企画や人事が気づいても，以下

のような理由で組織再編を行わない場合が多い。

2）組織再編がなされない理由

　a. 現行の組織体制でも会社は一応回っている

　b. 組織再編の設計自体が複雑かつ困難

　c. 新たな部門・部署を設置しても任せられるマ

ネジャーがいない

　d. 組織再編に伴う人の異動が煩雑

　しかし， 1）に掲げたような阻害要因を取り除か

ないと会社の成長は難しいのではないだろうか。

⑵解決の方向性

①戦略的事業単位設定の方法

　では，戦略的事業単位はどのように設定したらよ

いであろうか。具体的に考えよう。

1）戦略的事業単位設定の原則

　図表 2において縦軸にＡＢＣと製品を置き，横軸

にＸＹＺとその製品の市場を置く。この場合，Ｘ市

場で売るＡ製品もＹ市場で売るＡ製品も，Ｚ市場で

売るＡ製品も同じＡ製品を売ることに変わりはない

から，Ａ製品を 1つの事業として括ったほうがいい

という場合がある。そこで，これをK事業として括

戦略的事業単位：
事業戦略・計画を立案・実行する単位

判断基準：いくつかの事業を1つの事業単
位にすることの相乗効果と1つの事業単位
にしてしまうことにより埋没してしまう危
険性を天秤にかける。

X Y Z

A K

B

L
M

C N O

図表 2　事業単位の括り方
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る。次に，Ｂ製品の場合は，Ｘ市場で売るＢ製品と

ＹＺ市場で売るＢ製品とでは製品は同じだが，事業

の性格が違っているとする。一方で，Ｂ製品のＸ市

場向けの事業とＣ製品のＸ市場向け事業を一緒に考

えたほうがいいという事情があれば，Ｌ事業という

形で事業単位を設定することになる。

　問題はこのように区分する場合の判断基準であ

る。原則としては，例えば，Ａ製品を全部の事業単

位としてまとめたほうがいいのか，それとも分けた

ほうがいいのかは「 1つにすることの機能別シナジ

ー効果」と「 1つにしてしまう結果，目立たなくな

ってしまい，どちらかが埋没してしまう危険性」を

勘案して決定することになる。なぜなら，SBUは

BUを束ねて，機能別のシナジーを追求した中長期

の戦略実行単位だからだ。いくつかのBUの販売網

は一緒にしてしまったほうがいい，あるいは技術陣

は一緒にしておいたほうがいいというようになる

と，機能別に販売なら販売，技術なら技術というも

のをまとめることによって，競合よりも少ないコス

トでその機能が果たせるようになるのである。

　すなわち，BUが戦略を立案するのに便利なレベ

ルだとして，BUが戦略立案の単位のみならず独立

した戦略実行単位（SBU）として機能させたほう

がいいのか，あるいは他のBUとともにSBUにまと

めるべきか， 2つのことを考え合わせたうえで決め

ることになる。 1つは，経済性の問題である。業界

におけるコスト優位を握るためには，潜在的に効果

的な共通性がある場合には複数のBU同士で機能を

分かち合うべきである。もう 1つは，対象となる事

業に事業責任者がどれだけコミットする必要がある

かである。もしも複数のBUをまとめて扱うことに

よって個々の事業に対する事業責任者のエネルギー

が分散される，あるいは集中力を欠くようなことが

あれば，せっかくの相乗効果も意味がない。要する

に，SBUとすべきかいなかを決定するには，相乗

効果を通じて得られるコスト優位と，SBUを構成

することになるBU 1つひとつに向けるコミットメ

ントが競合相手と比べた時，どれだけの価値を持つ

かを考えて判断するべきものである。

2）事例：事業の区分

　例として総合電機メーカーの自動車機器事業の区

分を示す。部品事業を前提とした現在の事業単位を，

システム事業を前提とした事業単位に区分する。つ

まり，自動車毎にシステムが異なるため，自動車毎

に事業単位をまとめる。しかしながら，自動車毎に

事業単位を括ると有望な自動車部品の事業が拡大し

ない恐れがある。このため，エンジンコントローラ

などのすべての車に利用でき，単体の自動車部品と

しても製品としての優位性を確保できるものに関し

ては，共通要素部品として事業単位を 1つにまとめ，

自社以外への製品展開も積極的に進めることを考え

る（図表 3）。

　SBUを設定することにより戦略を実行する組織

を明確にすることができ，戦略の実現が見えてくる。

また，SBUのメンバーもその事業の目指すものは

何か，共通の認識を持つことができる。それによっ

て組織の原動力が強化されることはいうまでもな

い。

エンジン機器 走行機器 車載情報機器 共通要素部品

ディーゼル車 ディーゼル自動車システム事業

要素部品事業ガソリン車 ガソリン自動車システム事業
電気自動車
（ハイブリッド含 ） 電気自動車システム事業
その他（エタノール
車、天然ガス車、水
素燃料車）

次世代自動車システム事業

図表 3　自動車機器事業の将来
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②「戦略実行の基本方針」の設定

　 2番目の問題である戦略実行の阻害要因について

は，それらの特定はもちろん必要である。それに加

え，戦略実行の基本方針を設定し，基本方針に沿っ

て組織設計を行うことである。戦略実行の基本方針

を紙に落としている会社はほとんど見られないた

め，特に強調しておきたい。具体的には，以下の 3

点が重要である。

1）戦略課題を実行する機能を設定し，その機能を

果たすミッション／役割の明確な部門部署を編成・

配置する

2）指示命令系統を円滑にし，意思決定を迅速にす

る

3）「ヒト」が生き生きと能力を発揮できる場を整え，

そのような組織風土への変革を下支えするような支

援型組織体制にする

　次に，組織設計の進め方に移る。

2．戦略ドリブン組織の設計

⑴戦略ドリブン組織の設計プロセス

　戦略ドリブン組織の設計には大きく分けて 3つの

フェーズがある。組織設計の準備，組織の基本構造

の設計，そして，組織の詳細設計である。本稿では，

組織の基本構造の設計を中心に説明し，詳細設計に

ついてはポイントに絞って述べる。なお，職務設計

は制度設計に直接関わるので，項を改めて説明する

（図表 4）。

図表 4　戦略ドリブン組織の設計

図表 5　戦略実行までのロードマップ
図表 7　現行組織の効率化ポテンシャル

図表 6　戦略の方向性と本社・支店サポート機能の要件
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⑵事例の背景・概要

　事例の背景は以下の通りである。製薬会社Aは，

創薬機能を持たず，ライセンスインにて製品を開発

する中堅企業である。これまでかなりのマーケティ

ング・営業努力をしてきたにもかかわらず，業績が

伸び悩んでいた。そこで，B社合併に伴い，新たな

戦略を策定，いかに製品を売るかという従来のアプ

ローチから脱却し，顧客ニーズを充足するという視

点で提供すべき製品・サービスを考えるというアプ

ローチへ転換，戦略を確実に実行するため組織を設

計・再編することとした。

効率の向上
効果の
向上

図表 8　業務改革プロジェクトのメリット

図表 9 - 1　組織設計のコンセプトの抽出

図表 9 - 2　組織設計のコンセプトから組織要件を設定
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⑶組織設計の準備（フェーズⅠ）

①検討体制・方法の構築

　検討体制としては，戦略策定に関わったメンバー

に加え，意思決定者として経営トップを加える。検

討方法でのポイントは，図表 5のようなロードマッ

プをメンバーで共有することである。戦略のレビュ

ーでは戦略の方向性を明確にするとともに，必要機

能を抽出する。組織のレビューでは，業務やプロセ

スの不効率な点を抽出し，現行組織の効率化ポテン

シャルを明らかにする。その後，戦略の方向性と組

織課題から組織設計のコンセプトを設定し，組織設

計，職務設計と進める。

②戦略のレビュー

　戦略の方向性を明確にし，戦略実行のために必要

な機能を抽出した（図表 6）。

③組織のレビュー

　活動価値分析（Activity Value Analysis：AVA）

を用いて業務／プロセスの不効率な点を特定した結

果，以下のような組織の効率化ポテンシャルを抽出

した（図表 7）。ここでのポイントは，効率化によ

り確保した「原資」を戦略上重要になる機能へ再配

置し，その強化を図ることである（図表 8）。

④組織コンセプトの抽出と組織要件の設定

　戦略の方向性と組織課題から組織コンセプトを抽

出し，組織コンセプトからStrategyを除く 6Sに関

する組織要件を設定した（図表 9）。

⑷組織の基本構造の設計（フェーズⅡ）

　フェーズⅠで設定した組織要件に基づいて組織を

設計する。以下に組織の基本構造の設計のステップ

を示す（図表10）。

①強化すべき機能とスキル共有化の仕組み

1）A社では，まず，強化すべき機能と本社組織の

構造を設定した（図表11）。強化すべき本社機能の

あるべき姿は，スキル構築の目標として明らかにす

ることが大切である。スキル構築の方向性は，別途

検討する。

2）本社機能の事業領域毎の持ち方の検討（略）

3）今後強化すべきスキルをサポートしていく機能

の本社への設定

組織
要件

図表12　全社組織スキル強化・維持機能の設置

図表10　組織の基本構造の設計ステップ

図表11　強化すべき本社機能と本社組織の構造
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製品戦略立
案

実行

評価・フィー
ドバック

全社基本方針
の立案

領域別戦略の
立案

資源配分の確
定

個別領域の実
行計画立案・

実施

個別機能の戦略
立案・実施

実行モニター

図表13　戦略に合わせた新たな営業体制

図表14　全社方針の立案・展開プロセスの改善

図表15　ジョブ型制度と職務設計 図表16　成果責任とは
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　戦略実行力を強化するには，必要な機能を設定し，

既存機能を強化するのみならず，強化すべきスキル

をサポートしていくことが必要である（図表12）。

4）スキルの共有化を促進する仕組みの導入（略）

②営業組織の基本構造の検討

　新戦略の実行には，戦略の方向性から新たな営業

体制が必要となる（図表13）。

③ビジネスプロセスの見直し

　戦略を全社に展開するには，全社基本方針，領域

別戦略を最前線まで浸透させるプロセスをゼロベー

スで導入する必要がある。そこで，プロセスのある

べき姿を設定し，全社方針の立案・展開プロセスを

改善した（図表14）。

　ここで，組織の基本構造設計上の原則をまとめて

おく。

●基本方針を堅持しつつ，組織のハードＳ

（Structure，System，Skill）を設計していく。

その際，業務効率化を行って，確保した「原資」

を戦略上重要になる機能へ再配置し，その強化を

図る。

●強化すべき機能の「あるべき姿」はスキル構築の

目標として明らかにする。

●戦略実行のために強化するスキルについては，本

社にスキルをサポートしていく機能を設け，共有

化を促進する仕組みを導入する。

●全社方針の立案・プロセスは，全社戦略，予算，

人材開発の連続性・一貫性を従来以上に確保する。

⑸組織の詳細設計のステップ

　組織の基本構造について経営トップの承認を得ら

れたら，詳細設計に進む。図表 4で示したように，

基本的には 3つのステップがある。まずは機能にマ

ッチした組織・グループ等を配置する。そして，組

織設計で陥りやすいミスを確認した後，職務設計を

行う。職務設計はジョブ型人事制度の土台となる職

務等級体系に直結するため，次の章で改めて説明す

る。

3．ジョブ型組織からジョブ型人事制度へ

⑴ジョブ型制度と職務設計

　ジョブ型制度を設計するには，組織の各ポジショ

ンに対して職務設計を行う必要がある。まず，組織

の最上位のポジションからの職務設計，すなわち，

成果責任の明確化を行い，ポジションに期待される

図表17　職務設計からジョブ型（職務）等級体系まで 図表18　成果責任体系（例）
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成果を明確にする。次に，同レベルのポジションと

のヨコの関係を明確にする。最上位のポジションの

成果責任が設定されたら，次の職位の成果責任を設

定し，同レベルのポジションとのヨコの関係を明確

にするというように進め，成果責任体系を構築して

いく（図表15）。

⑵成果責任とは

　職務設計において重要なのは，組織全体として目

指す業績を達成するため，そのポジションに期待さ

れる成果を達成する責任を明確にすることである。

これを「成果責任」という（図表16）。成果責任は，

戦略によって求められる機能によって期待されるミ

ッション・役割に応える責任ということもできる。

⑶職務設計からジョブ型等級体系の構築

　職務設計を通じて成果責任体系を構築し，ポジシ

ョンの職務評価を決定することで，ジョブ型制度の

土台，すなわち，等級体系を構築することが可能と

なる（図表17・18）。

Ⅳ．終わりに

　戦略ドリブン組織・ジョブ型制度構築における実

行上の課題について触れておきたい。

　まず，プロジェクトを進める際，特にジョブ型制

度における職務設計では，トップレベル，すなわち，

執行役員のレベルから成果責任を明らかにしていく

ことが望ましい。しかしながら，様々な事情から部

長クラスからスタートすることが現実的である。ま

た，職務価値を測定する手法については触れなかっ

たが，他の文献を当たっていただきたい。

　そして，ジョブ型制度の本質とは何かといえば，

「戦略をポジションにブレークダウンし，それぞれ

のポジションにおける個が成果を上げることによっ

て組織としての成果をもたらす仕組み」だといえる。

従って，ジョブ型制度が戦略実行手段として機能す

るためには，戦略ドリブンのジョブ型組織を適切に

設計することが重要なのである。

　なお，戦略ドリブン組織を設計すると，組織が硬

直化し変化に対応しにくくなるのではないかと疑問

を持たれる方もいるかもしれない。戦略ドリブン組

織は，戦略の実行力を高め，戦略実行のスピードを

高める効果がある。ただし，外部環境の変化に応じ

た戦術的な対応については，Ⅲ.1（ 2）②において

「『ヒト』が生き生きと能力を発揮できる場を整え，

そのような組織風土への変革を下支えするような支

援型組織体制にする」を戦略実行の方針として設定

しており，事例においても，組織設計のコンセプト

の 1つとして「社員が自発的にアクションを提案し，

行動できる」ことを挙げている。ただし，最初にお

断りしたように，本稿は組織の機能体の側面として

ハードSのみを解説しており，Skill, Staff, Style, 

Shared Valueの 4つのSで構成する組織文化には踏

み込んでいない。個々の従業員のワークエンゲージ

メントを高め，自律的な組織にいかに変革していく

かという自己組織性の問題については，別途詳しく

ご紹介したい。

　本稿が，戦略実行力を高める目的で経営トップか

らジョブ型制度を導入するよう指示された経営企画

や人事の責任者のお役に立てば幸いである。


